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資 金 収 支 計 算 書
令和６年　４月　１日から

令和７年　３月３１日まで （決算修正・整理月）

(単位　円)

収 入 の 部

科              目 予       算 決       算 差       異

学生生徒等納付金収入 ( 918,332,000) ( 911,023,500) ( 7,308,500)

手数料収入 ( 18,916,000) ( 15,599,500) ( 3,316,500)

寄付金収入 ( 5,300,000) ( 23,031,180) (△ 17,731,180)

補助金収入 ( 206,675,000) ( 200,861,400) ( 5,813,600)

資産売却収入 ( 0) ( 88,000) (△ 88,000)

付随事業・収益事業収入 ( 1,094,000) ( 1,064,800) ( 29,200)

受取利息・配当金収入 ( 10,904,000) ( 12,057,427) (△ 1,153,427)

雑収入 ( 5,500,000) ( 6,762,801) (△ 1,262,801)

借入金等収入 ( 0) ( 0) ( 0)

前受金収入 ( 71,680,000) ( 71,764,800) (△ 84,800)

その他の収入 ( 135,000,000) ( 243,557,296) (△ 108,557,296)

内部取引 ( 29,461,000) ( 32,905,015) (△ 3,444,015)

資金収入調整勘定 (△ 71,680,000) (△ 77,482,939) ( 5,802,939)

収入の部 合 計 ( 1,990,009,000) ( 2,100,060,174) (△ 110,051,174)
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(単位　円)

支 出 の 部

科              目 予       算 決       算 差       異

人件費支出 ( 697,160,000) ( 686,117,679) ( 11,042,321)

教育研究経費支出 ( 350,133,000) ( 332,263,777) ( 17,869,223)

管理経費支出 ( 80,037,000) ( 72,379,698) ( 7,657,302)

共通経費支出 ( 0) ( 0) ( 0)

借入金等利息支出 ( 0) ( 0) ( 0)

借入金等返済支出 ( 0) ( 0) ( 0)

施設関係支出 ( 137,502,000) ( 117,131,277) ( 20,370,723)

設備関係支出 ( 77,890,000) ( 75,297,318) ( 2,592,682)

資産運用支出 ( 19,810,000) ( 111,000,000) (△ 91,190,000)

その他の支出 ( 182,122,000) ( 269,700,162) (△ 87,578,162)

内部取引 ( 17,765,000) ( 18,751,336) (△ 986,336)

資金支出調整勘定 (△ 43,439,000) (△ 56,483,610) ( 13,044,610)

支出の部 合 計 ( 1,990,009,000) ( 2,100,060,174) (△ 110,051,174)
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事 業 活 動 収 支 計 算 書
令和６年　４月　１日から

令和７年　３月３１日まで （決算修正・整理月）

(単位　円)

科              目 予       算 決       算 差       異

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

学生生徒等納付金 ( 918,332,000) ( 911,023,500) ( 7,308,500)

手数料 ( 18,916,000) ( 15,599,500) ( 3,316,500)

寄付金 ( 4,950,000) ( 23,157,484) (△ 18,207,484)

経常費等補助金 ( 206,675,000) ( 200,861,400) ( 5,813,600)

付随事業収入 ( 1,094,000) ( 1,064,800) ( 29,200)

雑 収 入 ( 5,500,000) ( 6,762,801) (△ 1,262,801)

内部取引 ( 10,261,000) ( 10,933,772) (△ 672,772)

教育活動収入計 ( 1,165,728,000) ( 1,169,403,257) (△ 3,675,257)

事
業
活
動
支
出
の
部

科              目 予       算 決       算 差       異

人件費 ( 679,264,000) ( 667,469,847) ( 11,794,153)

教育研究経費 ( 465,595,000) ( 444,265,642) ( 21,329,358)

管理経費 ( 87,639,000) ( 80,132,726) ( 7,506,274)

共通経費 ( 0) ( 0) ( 0)

徴収不能額等 ( 0) ( 0) ( 0)

内部取引 ( 17,765,000) ( 16,796,314) ( 968,686)

教育活動支出計 ( 1,250,263,000) ( 1,208,664,529) ( 41,598,471)

教育活動収支差額 (△ 84,535,000) (△ 39,261,272) (△ 45,273,728)

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科              目 予       算 決       算 差       異

受取利息・配当金 ( 10,904,000) ( 12,057,427) (△ 1,153,427)

その他の教育活動外収入 ( 0) ( 0) ( 0)

教育活動外収入計 ( 10,904,000) ( 12,057,427) (△ 1,153,427)

事
業
活
動
支
出
の
部

科              目 予       算 決       算 差       異

借入金等利息 ( 0) ( 0) ( 0)

その他の教育活動外支出 ( 0) ( 0) ( 0)

教育活動外支出計 ( 0) ( 0) ( 0)

教育活動外収支差額 ( 10,904,000) ( 12,057,427) (△ 1,153,427)

経常収支差額 (△ 73,631,000) (△ 27,203,845) (△ 46,427,155)

特
別
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科              目 予       算 決       算 差       異

資産売却差額 ( 0) ( 88,000) (△ 88,000)

その他の特別収入 ( 350,000) ( 3,482,702) (△ 3,132,702)

特別収入計 ( 350,000) ( 3,570,702) (△ 3,220,702)

事
業
活
動
支
出
の
部

科              目 予       算 決       算 差       異

資産 処分 差額 ( 0) ( 5,047,845) (△ 5,047,845)

その他の特別支出 ( 0) ( 0) ( 0)

特別支出計 ( 0) ( 5,047,845) (△ 5,047,845)

特別収支差額 ( 350,000) (△ 1,477,143) ( 1,827,143)

( 0)

〔予　　備　　費〕 ( 0) ( 0)

基本金組入前当年度収支差額 (△ 73,281,000) (△ 28,680,988) (△ 44,600,012)

基本金組入額合計 (△ 215,392,000) (△ 96,408,198) (△ 118,983,802)

当年度収支差額 (△ 288,673,000) (△ 125,089,186) (△ 163,583,814)

前年度繰越収支差額 ( 401,303,000) ( 401,303,724) (△ 724)

基本金取崩額 ( 0) ( 0) ( 0)

翌年度繰越収支差額 ( 112,630,000) ( 276,214,538) (△ 163,584,538)

（参考）

事業活動収入計 ( 1,176,982,000) ( 1,185,031,386) (△ 8,049,386)

事業活動支出計 ( 1,250,263,000) ( 1,213,712,374) ( 36,550,626)
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貸 借 対 照 表

令和７年　３月３１日 （決算修正・整理月）

(単位　円)

資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

固定資産 ( 6,267,924,110) ( 6,104,337,079) ( 163,587,031)

    有形 固定 資産 ( 3,125,454,517) ( 3,054,219,654) ( 71,234,863)

    特  定  資  産 ( 3,130,148,214) ( 3,037,796,046) ( 92,352,168)

    その他の固定資産 ( 12,321,379) ( 12,321,379) ( 0)

流動資産 ( 476,438,041) ( 659,233,535) (△ 182,795,494)

資産の部合計 ( 6,744,362,151) ( 6,763,570,614) (△ 19,208,463)

負 債 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

固定負債 ( 140,148,214) ( 160,338,796) (△ 20,190,582)

流動負債 ( 155,697,666) ( 146,050,780) ( 9,646,886)

負債の部合計 ( 295,845,880) ( 306,389,576) (△ 10,543,696)

純 資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

基本金 ( 6,573,976,658) ( 6,477,568,460) ( 96,408,198)

繰越収支差額 ( 276,214,538) ( 401,303,724) (△ 125,089,186)

純資産の部合計 ( 6,850,191,196) ( 6,878,872,184) (△ 28,680,988)

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

内部取引(資産勘定) (△ 403,200,000) (△ 423,623,800) ( 20,423,800) ***

内部取引(負債勘定) ( 1,525,075) ( 1,932,654) (△ 407,579)

負債及び純資産の部合計 ( 6,744,362,151) ( 6,763,570,614) (△ 19,208,463)
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注記注記注記

１．重要な会計方針１．重要な会計方針１．重要な会計方針１．重要な会計方針

(1)引当金の計上基準(1)引当金の計上基準(1)引当金の計上基準

①徴収不能引当金①徴収不能引当金

　
金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見積額 を計上している。

　
金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見積額 を計上している。

　
金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見積額 を計上している。

　
金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見積額 を計上している。

　
金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見積額 を計上している。

　
金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見積額 を計上している。

②退職給与引当金②退職給与引当金

　
退職金の支給に備えるため、期末要支給額

　
140,148,214円 の

　
100％を計上

　
退職金の支給に備えるため、期末要支給額

　
140,148,214円 の

　
100％を計上

　
退職金の支給に備えるため、期末要支給額

　
140,148,214円 の

　
100％を計上

　
退職金の支給に備えるため、期末要支給額

　
140,148,214円 の

　
100％を計上

　
退職金の支給に備えるため、期末要支給額

　
140,148,214円 の

　
100％を計上

(2)その他の重要な会計方針(2)その他の重要な会計方針(2)その他の重要な会計方針

　
有価証券の評価基準及び評価方法

　
有価証券の評価基準及び評価方法

　
有価証券の評価基準及び評価方法

　
有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法 に基づく原価法である。

　
有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法 に基づく原価法である。

　
有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法 に基づく原価法である。

　
有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法 に基づく原価法である。

　
有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法 に基づく原価法である。

２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等

令和６年度における 重要な会計方針の変更等はなかった。令和６年度における 重要な会計方針の変更等はなかった。令和６年度における 重要な会計方針の変更等はなかった。令和６年度における 重要な会計方針の変更等はなかった。令和６年度における 重要な会計方針の変更等はなかった。

３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額 2,969,855,883 円

４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額 0円

未収入金 0円

短期貸付金 0円

長期貸付金 0円

５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている 資産はない。担保に供されている 資産はない。担保に供されている 資産はない。担保に供されている 資産はない。

６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 ６．翌会計年度以後 の会計年度において 基本金への組入れを行うこととなる 金額 1,542,750 円

７．当該年度 の末日において第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７．当該年度 の末日において第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７．当該年度 の末日において第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７．当該年度 の末日において第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７．当該年度 の末日において第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７．当該年度 の末日において第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７．当該年度 の末日において第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策７．当該年度 の末日において第4号基本金 に相当する資金を有していない 場合のその旨と対策

第4号基本金 に相当する資金を有しており、 該当しない。第4号基本金 に相当する資金を有しており、 該当しない。第4号基本金 に相当する資金を有しており、 該当しない。第4号基本金 に相当する資金を有しており、 該当しない。第4号基本金 に相当する資金を有しており、 該当しない。

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項

(1)有価証券の時価情報（有価証券 は、すべて 満期保有目的 の債権である。）(1)有価証券の時価情報（有価証券 は、すべて 満期保有目的 の債権である。）(1)有価証券の時価情報（有価証券 は、すべて 満期保有目的 の債権である。）(1)有価証券の時価情報（有価証券 は、すべて 満期保有目的 の債権である。）(1)有価証券の時価情報（有価証券 は、すべて 満期保有目的 の債権である。）(1)有価証券の時価情報（有価証券 は、すべて 満期保有目的 の債権である。）

①総括表

種類種類種類 貸借対照表計上額貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの時価が貸借対照表計上額 を超えるもの 0円0円 0円 0円

時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの時価が貸借対照表計上額 を超えないもの 2,436,362,546 円2,436,362,546 円 2,323,098,550 円-113,263,996 円

合計合計合計 2,436,362,546 円2,436,362,546 円 2,323,098,550 円-113,263,996 円

時価のない有価証券時価のない有価証券 0円0円

有価証券合計有価証券合計 2,436,362,546 円2,436,362,546 円

②明細表

種類種類種類 貸借対照表計上額貸借対照表計上額 時価 差額

債権債権債権 2,436,362,546 円2,436,362,546 円 2,323,098,550 円-113,263,996 円

株式株式株式 0円0円 0円 0円

投資信託投資信託投資信託 0円0円 0円 0円

貸付信託貸付信託貸付信託 0円0円 0円 0円

その他その他その他 0円0円 0円 0円

合計合計合計 2,436,362,546 円2,436,362,546 円 2,323,098,550 円-113,263,996 円

時価のない有価証券時価のない有価証券時価のない有価証券 0円0円

有価証券合計有価証券合計有価証券合計 2,436,362,546 円2,436,362,546 円

※デリバティブ 取引及び主な外貨建資産・負債 については、 資金運用規定上保有 できないことから、 省略すること。※デリバティブ 取引及び主な外貨建資産・負債 については、 資金運用規定上保有 できないことから、 省略すること。※デリバティブ 取引及び主な外貨建資産・負債 については、 資金運用規定上保有 できないことから、 省略すること。※デリバティブ 取引及び主な外貨建資産・負債 については、 資金運用規定上保有 できないことから、 省略すること。※デリバティブ 取引及び主な外貨建資産・負債 については、 資金運用規定上保有 できないことから、 省略すること。※デリバティブ 取引及び主な外貨建資産・負債 については、 資金運用規定上保有 できないことから、 省略すること。※デリバティブ 取引及び主な外貨建資産・負債 については、 資金運用規定上保有 できないことから、 省略すること。※デリバティブ 取引及び主な外貨建資産・負債 については、 資金運用規定上保有 できないことから、 省略すること。

(2)学校法人の出資による会社に係る事項(2)学校法人の出資による会社に係る事項(2)学校法人の出資による会社に係る事項(2)学校法人の出資による会社に係る事項

当学校法人の出資割合が総額の2分の1以上である会社はない。当学校法人の出資割合が総額の2分の1以上である会社はない。当学校法人の出資割合が総額の2分の1以上である会社はない。当学校法人の出資割合が総額の2分の1以上である会社はない。
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(3)所有権移転外 ファイナンス・リース 取引(3)所有権移転外 ファイナンス・リース 取引(3)所有権移転外 ファイナンス・リース 取引(3)所有権移転外 ファイナンス・リース 取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ファイナンス・リース 取引は通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ファイナンス・リース 取引は通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ファイナンス・リース 取引は通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ファイナンス・リース 取引は通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ファイナンス・リース 取引は通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ファイナンス・リース 取引は通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 を行っている 所有権移転外 ファイナンス・リース 取引は

次のとおりである。次のとおりである。

①平成21年4月1日以降 に開始したリース取引①平成21年4月1日以降 に開始したリース取引①平成21年4月1日以降 に開始したリース取引

リース資産の種類リース資産の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高未経過リース料期末残高

教育研究用機器備品教育研究用機器備品 0円 0円

管理用機器備品管理用機器備品 6,534,000 円 0円

車両 0円 0円

計計 0円 0円

②平成21年3月31日以前 に開始したリース取引②平成21年3月31日以前 に開始したリース取引②平成21年3月31日以前 に開始したリース取引

リース資産の種類リース資産の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高未経過リース料期末残高

教育研究用機器備品教育研究用機器備品 0円 0円

管理用機器備品管理用機器備品 0円 0円

車両 0円 0円

計計 0円 0円

(4)関連当事者との取引(4)関連当事者との取引(4)関連当事者との取引

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。関連当事者との取引の内容は次のとおりである。関連当事者との取引の内容は次のとおりである。関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

属性
役員・法人等

の名称 住所
資本金又は出

資金
事業の内容
又は職種

議決権の
所有割合

関係内容関係内容
属性

役員・法人等
の名称 住所

資本金又は出
資金

事業の内容
又は職種

議決権の
所有割合 役員の兼任等 事業上の関係

関係法人 日本赤十字社
愛知県支部

愛知県名古屋市東区
白壁1-50

― ― ― ― ―

取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高

派遣職員人件費他 154,094,945 円 支出 13,693,697 円

職員駐車場代他 73,725円 収入 13,725円

属性 役員・法人等 の名称 住所
資本金又は出

資金
事業の内容
又は職種

議決権の
所有割合

関係内容関係内容
属性 役員・法人等 の名称 住所

資本金又は出
資金

事業の内容
又は職種

議決権の
所有割合 役員の兼任等 事業上の関係

関係法人
名古屋第二赤
十字病院

愛知県名古屋市昭和
区妙見町2-9 ― ― ― ― ―

取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高

賃借料他 3,009,509 円 支出 252,896 円

0円 収入 0円

（5）その他（5）その他

偶発債務（債務保証 を行っている 場合）や後発事象（火災 や災害等で大きな損害が発生した場合：損害額 と契約保険金額 を記載）偶発債務（債務保証 を行っている 場合）や後発事象（火災 や災害等で大きな損害が発生した場合：損害額 と契約保険金額 を記載）偶発債務（債務保証 を行っている 場合）や後発事象（火災 や災害等で大きな損害が発生した場合：損害額 と契約保険金額 を記載）偶発債務（債務保証 を行っている 場合）や後発事象（火災 や災害等で大きな損害が発生した場合：損害額 と契約保険金額 を記載）偶発債務（債務保証 を行っている 場合）や後発事象（火災 や災害等で大きな損害が発生した場合：損害額 と契約保険金額 を記載）偶発債務（債務保証 を行っている 場合）や後発事象（火災 や災害等で大きな損害が発生した場合：損害額 と契約保険金額 を記載）偶発債務（債務保証 を行っている 場合）や後発事象（火災 や災害等で大きな損害が発生した場合：損害額 と契約保険金額 を記載）偶発債務（債務保証 を行っている 場合）や後発事象（火災 や災害等で大きな損害が発生した場合：損害額 と契約保険金額 を記載）

及び他の学校法人間 での取引（資金貸 し付け、債務保証等） ある場合には、法人本部と相談の上別途記載。及び他の学校法人間 での取引（資金貸 し付け、債務保証等） ある場合には、法人本部と相談の上別途記載。及び他の学校法人間 での取引（資金貸 し付け、債務保証等） ある場合には、法人本部と相談の上別途記載。及び他の学校法人間 での取引（資金貸 し付け、債務保証等） ある場合には、法人本部と相談の上別途記載。及び他の学校法人間 での取引（資金貸 し付け、債務保証等） ある場合には、法人本部と相談の上別途記載。及び他の学校法人間 での取引（資金貸 し付け、債務保証等） ある場合には、法人本部と相談の上別途記載。及び他の学校法人間 での取引（資金貸 し付け、債務保証等） ある場合には、法人本部と相談の上別途記載。

なお、純額で表示した補助活動に係る収支も、該当がないため、 省略すること。なお、純額で表示した補助活動に係る収支も、該当がないため、 省略すること。なお、純額で表示した補助活動に係る収支も、該当がないため、 省略すること。なお、純額で表示した補助活動に係る収支も、該当がないため、 省略すること。なお、純額で表示した補助活動に係る収支も、該当がないため、 省略すること。なお、純額で表示した補助活動に係る収支も、該当がないため、 省略すること。
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